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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　光学素子を清掃および／または滅菌するために試料検査システムに使用するための清掃
部材であって、
　　近位結合要素と、
　　遠位清掃要素と
　を備え、前記近位結合要素が、自動移送アームと解除可能なかたちでかみ合うように構
成された近位端部を持ち、前記遠位清掃要素は、前記試料検査システムの光学素子に接触
するように構成された遠位端面を含む、清掃部材。
【請求項２】
　前記近位結合要素が、前記自動移送アームの作業端部と摩擦嵌めを形成するように寸法
取りされた近位部を持つ、請求項１に記載の清掃部材。
【請求項３】
　前記近位結合要素および遠位清掃要素が別々に成形された構成要素である、請求項１ま
たは２に記載の清掃部材。
【請求項４】
　前記近位結合要素の遠位部が前記遠位清掃要素の近位部と締り嵌めを形成する、請求項
３に記載の清掃部材。
【請求項５】
　前記近位結合要素の遠位部が前記遠位清掃要素の近位部と摩擦嵌めを形成する、請求項
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３に記載の清掃部材。
【請求項６】
　単一の構成要素を形成するために、前記遠位清掃要素が前記近位結合要素の上に成形さ
れている、請求項１または２に記載の清掃部材。
【請求項７】
　前記遠位清掃要素が、前記遠位清掃要素の外面が前記試料検査システムの検査容器ウェ
ルの内面と適合するような寸法である、請求項１～６のいずれか一項に記載の清掃部材。
【請求項８】
　前記遠位清掃要素の外面および前記検査容器ウェルの内面が相補的な円錐台状の形状を
持つ、請求項７に記載の清掃部材。
【請求項９】
　前記遠位清掃要素が接着剤を含む、請求項１～８のいずれか一項に記載の清掃部材。
【請求項１０】
　前記接着剤が、シリコン、プラチナ硬化シリコン、熱可塑性ポリウレタン、熱可塑性エ
ラストマ、熱可塑性ゴム、およびゲルから成る群から選択される、請求項９に記載の清掃
部材。
【請求項１１】
　前記遠位清掃要素が、前記試料によって放射または反射された電磁放射の光学素子によ
る前記検出を妨げうる微粒子および／またはその他の材料に静電的引力を生成する材料を
含む、請求項１～８のいずれか一項に記載の清掃部材。
【請求項１２】
　静電的引力を生成する前記材料が、シリコン、塩化ポリビニル、ポリプロピレン、ポリ
エチレン、ポリウレタン、ポリエステルおよびポリスチレンから成る群から選択される、
請求項１１に記載の清掃部材。
【請求項１３】
　前記遠位清掃要素が液状物質を保持する能力を持つ吸収材料を含む、請求項１～８のい
ずれか一項に記載の清掃部材。
【請求項１４】
　前記遠位清掃要素が前記液状物質を保持し、前記液状物質が、イソプロピルアルコール
、エチルアルコール、希塩酸、シュウ酸、希釈水酸化ナトリウムおよび希釈次亜塩素酸ナ
トリウムを含む群から選択される、請求項１３に記載の清掃部材。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
（関連出願の相互参照）
　本出願は、米国仮出願第６２／１４５，２４７号（２０１５年４月９日出願）の利益を
主張し、その内容全体を参照により本明細書に組み込む。
【０００２】
　本開示の実施形態は一般に、検査容器に含まれる試料によって反射および／または放射
される電磁放射を伝達するために光ファイバーなどの光学素子を使用して、核酸ベースア
ッセイを含む自動生化学アッセイを実施するためのシステム、装置、機器、および方法に
関する。
【背景技術】
【０００３】
　検査容器に含まれる試料によって反射および／または放射される電磁放射を伝達するた
めに光ファイバーを用いる自動生化学アッセイを実施するための例示的システム、装置お
よび方法が、米国公開特許出願第ＵＳ　２０１４－０２６３９８４　Ａ１号、表題「Ｉｎ
ｄｅｘｉｎｇ　Ｓｉｇｎａｌ　Ｄｅｔｅｃｔｉｏｎ　Ｍｏｄｕｌｅ（割出信号検出モジュ
ール）」、国際出願第ＷＯ　２０１４／１５３１９３　Ａ２号、表題「Ｄｉａｇｎｏｓｔ
ｉｃ　Ｓｙｓｔｅｍｓ　ａｎｄ　Ｍｅｔｈｏｄｓ（診断システムおよび方法）」、米国公
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開特許出願第ＵＳ　２０１４－０２６３１５３　Ａ１号、表題「Ｉｎｔｅｒｌｏｃｋｉｎ
ｇ　Ｃａｐ　ａｎｄ　Ｒｅｃｅｐｔａｃｌｅ　ｆｏｒ　Ａｕｔｏｍａｔｅｄ　Ｐｒｏｃｅ
ｓｓｅｓ（自動プロセス用インターロッキングキャップおよび容器）」、米国公開特許出
願第ＵＳ　２０１４－００３８１９２　Ａ１号、表題「Ｓｙｓｔｅｍ，　Ｍｅｔｈｏｄ　
ａｎｄ　Ａｐｐａｒａｔｕｓ　ｆｏｒ　Ａｕｔｏｍａｔｅｄ　Ｉｎｃｕｂａｔｉｏｎ（自
動インキュベーションのためのシステム、方法および装置）」、および米国出願第１４／
２１３，９００号、表題「Ｍｅｔｈｏｄ　ｆｏｒ　Ａｎａｌｙｚｉｎｇ　ａ　Ｐｌｕｒａ
ｌｉｔｙ　ｏｆ　Ｓａｍｐｌｅｓ（複数試料の分析方法）」（２０１４年３月１４日出願
）のそれぞれに、非限定的例として開示および記述されている。前述の出願のそれぞれの
すべての内容は参照によりその全体が本明細書に組み込まれる。
【０００４】
　米国公開特許出願第ＵＳ　２０１４／０２６３９８４　Ａ１号に開示および記述される
ように、生体試料などの試料の自動光ファイバー調査（検査）を実施するために使用する
例示的システムの「サーモサイクラー」は、複数の検査容器ホルダー（例えば、１２個）
を含み、各ホルダーは複数の（例えば、５個）の検査容器ウェルを持つ。各検査容器ウェ
ルは開いた下端部を持ち、検査容器をその中に安定して据えるように構成されている。こ
の配列によって、検査容器ウェルに据えられた検査容器に含まれる試料の光学検査を、そ
れぞれの検査容器ウェルの開いた下部に近接して位置付けられた光ファイバーの軸に面し
た遠位端部を通して送信および／または受信された光を使用して実施することができる。
【０００５】
　検査結果が信頼できるものとするためには、光経路が、それぞれの光ファイバーの端面
の間に延長して、端面を含み、検査容器に、埃、繊維、髪および／またはその他の粒子状
物質などの光学検査過程を妨げうるいかなる破片もないことが非常に重要である。検査容
器ウェルへの検査容器の容易な挿入および取り出しを可能にするために、検査容器ホルダ
ーが大気に開放されている時（すなわち、何のカバーまたは蓋なしで）、破片が特に問題
となりうる。破片は自家蛍光（すなわち、破片材料が自然に蛍光を発する）を呈しうるか
、または非蛍光性でありうる。蛍光を発する破片は一般的に検出しやすく、蛍光を発しな
い破片は検出が困難な可能性がある。結果として、非蛍光発光性破片は検出されることな
く光の経路を妨げ、従って、誤ったまたは誤解を招く検査結果をもたらす可能性がある。
【０００６】
　このように、光ファイバーの端部上または上方で、光信号経路を妨げうる何らかの破片
が検出されると、それぞれの検査容器ウェルおよび光ファイバー端部は、例えば、（キー
ボードの清掃と同様に）綿棒または圧縮空気を使用してそれらを手で清掃するまで、試料
検査容器のさらなる検査を実施するために使用できない　さらに、一部のタイプの妨害破
片は容易に検出できないので、非検出破片が試料検査に有害作用をもたらさないよう確保
するため、一般的には現場サービス技術者による定期的サービスの間に、光ファイバーの
軸に面した端部を定期的に清掃しなければならない。頻回の定期的清掃は、清掃費用に関
して、およびシステムが清掃のためにシャットダウンしている間の損失時間に関しての両
方で高価となりうる。さらに、検出破片の即座の手動清掃が実施されない場合、それぞれ
の光ファイバーおよび／または検査容器ウェルは、その間信頼できる検査のためにはもは
や利用できず、それらの使用を禁止しなければならないため、それによってシステムの処
理量が減少する。
【０００７】
　試料検査システムのその他の構成要素も定期的な手動での清掃および／または滅菌を必
要としうる。例えば、検査容器ウェルは、容器の外面上の供試材または試薬、プラスチッ
クの薄片、髪および／または環境粒子または汚染物質に曝される可能性があり、試料間の
交差汚染またはこのような暴露の結果として生じうるその他の問題を避けるために、定期
的な手動での清掃および／または滅菌も必要となりうる。
　本明細書に記述、言及、および／または参照により組み込まれた参考文献のいずれも既
存技術であるとは認められていない。
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【先行技術文献】
【特許文献】
【０００８】
【特許文献１】米国特許出願公開第２０１４／０２６３９８４号明細書
【特許文献２】国際公開第２０１４／１５３１９３号
【特許文献３】米国特許出願公開第２０１４／０２６３１５３号明細書
【特許文献４】米国特許出願公開第２０１４／００３８１９２号
【発明の概要】
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　本明細書に開示した実施形態によると、例示的試料検査システムは、検査容器支持構造
、検査容器支持構造によって支持された検査容器に配置された試料により放射または反射
される電磁放射を伝達するために位置付けられた光学素子、清掃部材、および清掃部材と
着脱可能なかたちで結合するように構成された自動移送アームを含み、自動アームは、着
脱可能なかたちで結合された清掃部材を光学素子に近接および／または接触する位置に移
動し、（その後）清掃部材を分離するようにさらに構成されている。システムは、自動移
送アームに清掃部材を着脱可能なかたちで結合させ、（ｉ）所定の清掃スケジュールおよ
び（ｉｉ）光学素子上または上方に配置された微粒子および／またはその他の材料の存在
の感知のうちの一つまたは両方に基づいて、着脱可能なかたちで結合した清掃部材を光学
素子に近接および／または接触する位置に移動させるために、自動移送アームの動作を制
御するコントローラを含むことが好ましい。自動移送アームは連接アームでありうるが、
これは開示実施形態を実践するために必要ではない。一部の実施形態では、自動移送アー
ムは分離した清掃部材を廃棄物アウトプット中に置くように構成されている。一部の実施
形態では、試料検査システムは、それぞれが一つまたは複数の清掃部材を保持するように
構成された、一つまたは複数の清掃部材ホルダーを持ち、自動移送アームは、分離した清
掃部材が取り外されたものと同じまたは異なる清掃部材ホルダー中に分離した清掃部材を
選択的に置くように構成されうる。
【００１０】
　例示的実施形態の清掃部材は、遠位清掃要素に接合した近位結合要素を含み、結合要素
は、自動移送アームの遠位作業端部と解除可能なかたちでかみ合うように構成された近位
端部を持つ。結合要素および清掃要素は別々に成形された構成要素であってもよく、結合
要素の遠位部は後に要素を一緒に接合するために、清掃要素の近位部と、非限定的例とし
て、締り嵌めまたは摩擦嵌めを形成する。あるいは、結合要素および清掃要素は単一構成
要素としてコモールディングされうる。自動移送アームは、清掃要素が検査容器支持構造
の検査容器ウェルに挿入されるように、着脱可能なかたちで結合した清掃部材を移動する
ように構成されることが好ましく、清掃要素は清掃要素の外面が検査容器ウェルの内面に
適合するような寸法となっている。非限定的例として、清掃要素の外面および検査容器ウ
ェルの内面は、相補的な円錐台状の形状を持ちうる。清掃要素は、検査容器ウェルに挿入
された時、検査容器ウェルの内面を清掃、浄化および／または滅菌することが好ましい。
一実施形態では、検査容器ウェルは開いた下部を持ち、光学素子は、検査容器ウェルの開
いた下部に近接して位置付けられた端部を持つ光ファイバーであり、清掃要素は、検査容
器ウェルに挿入された時、光ファイバーの端部を清掃、浄化および／または滅菌する。
【００１１】
　例示的実施形態では、清掃要素は、（限定するものではないが）シリコン、プラチナ硬
化シリコン、熱可塑性ポリウレタン、熱可塑性エラストマ、熱可塑性ゴム、またはゲルな
どの接着剤で作られうる。追加的または代替え的に、清掃要素は、（限定するものではな
いが）シリコン、ポリ塩化ビニル、ポリプロピレン、ポリエチレン、ポリウレタン、ポリ
エステルまたはポリスチレンなどの、試料によって放射または反射される電磁放射の光学
素子による伝達を妨げうる微粒子および／またはその他の材料に静電的引力を引き起こす
材料で作られうる。その他の実施形態では、清掃要素は、（限定するものではないが）イ
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ソプロピルアルコール、エチルアルコール、希塩酸、シュウ酸、希釈水酸化ナトリウムお
よび希釈次亜塩素酸ナトリウムなどの、液状物質を保持および適用することができる吸収
材料で作られうる。
【００１２】
　一つの例示的実施形態では、試料検査システムは一つまたは複数の検査容器ホルダーを
持ち、各検査容器ホルダーは複数の検査容器ウェルを備え、各検査容器ウェルは開いた下
端部を持ち、その中に検査容器を据えるように構成されている。複数の光ファイバーは、
一つまたは複数の検査容器ホルダーに対して、検査容器ウェルに据えられた検査容器に含
まれる試料によって放射または反射される電磁放射の伝達を可能にするために、それぞれ
の光ファイバーの端部が各検査容器ウェルの開いた下端部に近接して位置付けられる（ま
たは位置付けられうる）ように配列される。本実施形態のシステムは、複数の清掃部材ウ
ェルを備える清掃部材ホルダーをさらに含み、複数の清掃部材ウェルのそれぞれは、清掃
部材をその中に据えるように構成されている。システムは、（ｉ）清掃部材ウェルの一つ
に位置する清掃部材を着脱可能なかたちで結合し、（ｉｉ）着脱可能なかたちで結合した
清掃部材をそれぞれの清掃部材ウェルから取り出し、（ｉｉｉ）清掃部材の遠位端が、そ
れぞれの検査容器ウェルの開いた下端部に近接して位置付けられた光ファイバーの端部に
近接または接触して位置付けられるように、着脱可能なかたちで結合した清掃部材の遠位
部を容器ウェルの一つに挿入し、（ｉｖ）着脱可能なかたちで結合した清掃部材をそれぞ
れの検査容器から取り出し、（ｖ）清掃部材を分離するように構成された自動移送アーム
をさらに含む。
【００１３】
　自動移送アームは、分離した清掃部材を、分離した清掃部材が取り出されたのと同じま
たは異なる清掃部材ウェルに選択的に置くように構成されることが好ましい。代替的およ
び／または追加的に、自動移送アームは分離した清掃部材を廃棄物アウトプット中に選択
的に置くように構成されている。システムは、自動移送アームに、それぞれの清掃部材ウ
ェルに位置する清掃部材を着脱可能なかたちで結合させ、（ｉ）所定の清掃スケジュール
および（ｉｉ）光学素子上または上方に配置された微粒子および／またはその他の材料の
存在の感知のうちの一つまたは両方に基づいて、着脱可能なかたちで結合した清掃部材を
一つまたは複数の光ファイバー端部に近接および／または接触する位置に移動させるため
に、自動移送アームの動作を制御するコントローラを含むことが好ましい。光ファイバー
の相対的位置に応じて、本実施形態の清掃部材の遠位部は、清掃部材の遠位先端がそれぞ
れの光ファイバーの端部に近接または接触して位置付けられるようにするため、それぞれ
の検査容器ウェルの開いた下端部まで、および／または下端部を通って延長するような寸
法でありうる。清掃要素が検査容器ウェルに挿入された時、清掃要素が、（ｉ）検査容器
ウェルの内面および（ｉｉ）それぞれの光ファイバーの端部のうち一つまたは両方を清掃
、浄化および／または滅菌するように、清掃要素は清掃要素の外面が検査容器ウェルの内
面と適合する寸法であることが好ましい。
【００１４】
　開示実施形態の別の態様によると、自動試料検査システムに使用するための清掃部材が
提供されており、清掃部材は近位結合要素および遠位清掃要素を含み、結合要素は自動移
送アームの作業端部と（例えば、摩擦嵌めを形成して）解除可能なかたちで対になるよう
に構成された近位端部を持つ。結合要素および清掃要素は別々に成形された構成要素であ
ってもよく、結合要素の遠位部は後に要素を一緒に接合するために、清掃要素の近位部と
、非限定的例として、締り嵌めまたは摩擦嵌めを形成する。あるいは、結合要素および清
掃要素は単一構成要素としてコモールディングされうる。清掃要素は、清掃要素の外面が
試料検査システムの検査容器ウェルの内面と適合するような寸法であることが好ましい。
非限定的例として、清掃要素の外面および検査容器ウェルの内面は、相補的な円錐台状の
形状を持ちうる。清掃要素は、（限定するものではないが）シリコン、プラチナ硬化シリ
コン、熱可塑性ポリウレタン、熱可塑性エラストマ、熱可塑性ゴム、またはゲルなどの接
着剤で作られうる。追加的または代替え的に、清掃要素は、（限定するものではないが）
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シリコン、ポリ塩化ビニル、ポリプロピレン、ポリエチレン、ポリウレタン、ポリエステ
ルまたはポリスチレンなどの、試料によって放射または反射される電磁放射の光学素子に
よる伝達を妨げうる微粒子および／またはその他の材料に静電的引力を引き起こす材料で
作られうる。その他の実施形態では、清掃要素は、（限定するものではないが）イソプロ
ピルアルコール、エチルアルコール、希塩酸、シュウ酸、希釈水酸化ナトリウムおよび希
釈次亜塩素酸ナトリウムなどの、液状物質を保持および適用することができる吸収材料で
作られうる。
【００１５】
　さらなる開示実施形態によると、試料検査システムの操作方法は、自動移送アームを使
用して（ｉ）清掃部材を移送アームの作業端部に着脱可能なかたちで結合する工程、（ｉ
ｉ）着脱可能なかたちで結合した清掃部材を光学素子と近接および／または接触する位置
に移動し、それによって清掃部材が光学素子を清掃および／または滅菌するようにする工
程、および（ｉｉｉ）清掃部材を移送アームの作業端部から分離する工程を含む。例示的
実施形態では、検査システムは複数の清掃部材容器を持つ清掃部材ホルダーを含み、清掃
部材は、清掃部材ホルダーのそれぞれの清掃部材容器に保持された複数の清掃部材の一つ
であり、自動移送アームは、清掃部材がそれぞれの清掃部材容器に保持されている間に、
清掃部材を着脱可能なかたちで結合する。
【００１６】
　例示的方法では、清掃部材は近位結合要素および遠位清掃要素を持ち、自動アームは、
結合要素の近位端部を移送アームの作業端部に着脱可能なかたちで結合し、結合要素の凹
んだ近位部に挿入することで清掃要素を結合要素に（例えば、締り嵌めまたは摩擦嵌めで
）取り付けることによって、遠位端コネクタを清掃要素の清掃部材を移送アームの作業端
部に着脱可能なかたちで結合する。一部のこのような実施形態では、システムは、複数の
清掃要素容器を持つ清掃要素ホルダーを含み、清掃要素は、清掃要素ホルダーのそれぞれ
の清掃要素容器に保持された複数の清掃要素の一つである。特に、自動移送アームは、清
掃要素がそれぞれの清掃要素容器に保持されている間に、結合要素の遠位端コネクタを清
掃要素の凹んだ近位部に挿入する。このような実施形態では、清掃要素は、結合要素の遠
位端コネクタがそれぞれの清掃要素の凹んだ近位部に挿入される時に貫かれる壊れやすい
密封部材によって、それぞれの清掃要素容器に実質的に環境的に密封されうる。
【００１７】
　このような方法は、自動移送アームを使用して、着脱可能なかたちで結合した清掃部材
を、清掃要素が検査容器支持構造の検査容器ウェルに挿入されるような位置に移動するこ
とをさらに含むことができ、清掃要素は、清掃要素の外面が検査容器ウェルの内面に適合
するような寸法であり、清掃要素は検査容器に挿入された時、検査容器の内面を清掃、浄
化および／または滅菌する。一実施形態では、検査容器ウェルは開いた下部を持ち、光学
素子は、検査容器ウェルの開いた下部に近接して位置付けられた端部を持つ光ファイバー
を備え、清掃要素は、検査容器ウェルに挿入された時、光ファイバーの端部を清掃、浄化
および／または滅菌する。
【００１８】
　一実施形態では、着脱可能なかたちで結合した清掃部材は第一の清掃部材を備え、第一
の清掃部材の清掃要素は第一の清掃要素を備え、方法は、第一の清掃部材を自動移送アー
ムの作業端部から分離した後、自動移送アームを使用して第二の清掃部材を自動移送アー
ムの作業端部に着脱可能なかたちで結合する工程であって、第二の清掃部材が第二の清掃
要素を備える工程、および着脱可能なかたちで結合した第二の清掃部材を、第二の清掃要
素が検査容器支持構造の同じ検査容器ウェルに挿入されるような位置に移動する工程をさ
らに含む。このような実施形態では、第一の清掃要素は第二の清掃要素（例えば、吸収材
料で作られ、清掃用液体および／または滅菌用液体を有する）とは異なる材料（例えば、
接着剤）で作られうる。
【００１９】
　開示方法によると、コントローラは、自動移送アームにそれぞれの清掃部材を着脱可能
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なかたちで結合させ、（ｉ）所定の清掃スケジュールおよび（ｉｉ）光学素子上または上
方に配置された微粒子および／またはその他の材料の存在の感知のうちの一つまたは両方
に基づいて、それぞれの着脱可能なかたちで結合した清掃部材を光学素子に近接および／
または接触する位置に移動させるために、自動移送アームの動作を制御しうる。コントロ
ーラはさらに、自動移送アームに、それぞれの分離した清掃部材をシステム廃棄物アウト
プットまたは指定された使用済み清掃部材ホルダー中に配置させることもできる。
【００２０】
　実施形態のその他およびさらなる態様ならびに特徴が、添付図の後の詳細記述から明ら
かになる。
本発明は、例えば、以下を提供する。
（項目１）
試料検査システムであって、
　　検査容器支持構造と、
　　前記検査容器支持構造によって支持された検査容器に配置された試料によって放射ま
たは反射される電磁放射を伝達するための光学素子と、
　　清掃部材と、
　　自動移送アームであって、
　　　前記清掃部材を着脱可能なかたちで結合し、
　　　前記着脱可能なかたちで結合した清掃部材を、前記光学素子と近接および／または
接触する位置に移動し、
　　　前記清掃部材を分離するように構成された自動移送アームとを備える、試料検査シ
ステム。
（項目２）
　前記自動移送アームが前記分離した清掃部材を廃棄物アウトプット中に置くように構成
されている、項目１に記載の試料検査システム。
（項目３）
　前記自動移送アームが連接アームを備える、項目１または２に記載の試料検査システム
。
（項目４）
　前記清掃部材が、遠位清掃要素に接合した近位結合要素を備え、前記結合要素が、前記
自動移送アームの遠位作業端部と解除可能なかたちでかみ合うように構成された近位端部
を持つ、項目１～３のいずれか一項に記載の試料検査システム。
（項目５）
　前記結合要素および前記清掃要素が別々に成形された構成要素である、項目４に記載の
試料検査システム。
（項目６）
　前記結合要素の遠位部が前記清掃要素の近位部と締り嵌めを形成する、項目５に記載の
試料検査システム。
（項目７）
　前記結合要素の遠位部が前記清掃要素の近位部と摩擦嵌めを形成する、項目５に記載の
試料検査システム。
（項目８）
　前記結合要素および前記清掃要素が単一の構成要素としてコモールディングされている
、項目４に記載の試料検査システム。
（項目９）
　前記自動移送アームが、前記清掃要素が前記検査容器支持構造の検査容器ウェルに挿入
されるように、前記着脱可能なかたちで結合した清掃部材を移動するように構成され、前
記清掃要素が、前記清掃要素の外面が前記検査容器ウェルの内面に適合するような寸法と
なっている、項目４～８のいずれか一項に記載の試料検査システム。
（項目１０）
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　前記清掃要素の外面および前記検査容器ウェルの内面が相補的な円錐台状の形状を持つ
、項目９に記載の試料検査システム。
（項目１１）
　前記清掃要素が、前記検査容器ウェルに挿入された時、前記検査容器ウェルの内面を清
掃、浄化および／または滅菌する、項目９または１０に記載の試料検査システム。
（項目１２）
　項目４～１１のいずれか一項に記載の試料検査システムであって、
前記検査容器ウェルが開いた下部を持ち、
　　前記光学素子が、前記検査容器ウェルの前記開いた下部に近接して位置付けられた端
部を持つ光ファイバーを備え、
　　前記清掃要素が、前記検査容器ウェルに挿入された時、前記光ファイバーの前記端部
を清掃、浄化および／または滅菌する試料検査システム。
（項目１３）
　前記清掃要素が接着剤を含む、項目４～１２のいずれか一項に記載の試料検査システム
。
（項目１４）
　前記接着剤が、シリコン、プラチナ硬化シリコン、熱可塑性ポリウレタン、熱可塑性エ
ラストマ、熱可塑性ゴム、およびゲルから成る群から選択される、項目１３に記載の試料
検査システム。
（項目１５）
　前記清掃要素が、前記試料によって放射または反射された電磁放射の光学素子による前
記伝達を妨げうる微粒子および／またはその他の材料に静電的引力を生成する材料を含む
、項目４～１２のいずれか一項に記載の試料検査システム。
（項目１６）
　静電的引力を生成する前記材料が、シリコン、塩化ポリビニル、ポリプロピレン、ポリ
エチレン、ポリウレタン、ポリエステルおよびポリスチレンから成る群から選択される、
項目１５に記載の試料検査システム。
（項目１７）
　前記清掃要素が液状物質を保持する能力を持つ吸収材料を含む、項目４～１２のいずれ
か一項に記載の試料検査システム。
（項目１８）
　前記清掃要素が前記液状物質を保持し、前記液状物質が、イソプロピルアルコール、エ
チルアルコール、希塩酸、シュウ酸、希釈水酸化ナトリウムおよび希釈次亜塩素酸ナトリ
ウムを含む群から選択される、項目１７に記載の試料検査システム。
（項目１９）
　前記自動移送アームに前記清掃部材を着脱可能なかたちで結合させ、（ｉ）所定の清掃
スケジュールおよび（ｉｉ）光学素子上または上方に配置された微粒子および／またはそ
の他の材料の存在の感知のうちの一つまたは両方に基づいて、前記着脱可能なかたちで結
合した清掃部材を前記光学素子に近接および／または接触する位置に移動させるために、
前記自動移送アームの動作を制御するコントローラをさらに備える、項目１～１８のいず
れか一項に記載の試料検査システム。
（項目２０）
　一つまたは複数の清掃部材ホルダーをさらに備え、前記清掃部材が複数の清掃部材の一
つであり、前記清掃部材のそれぞれが一つまたは複数の清掃部材ホルダーのそれぞれ一つ
に保持される、項目１～１９のいずれか一項に記載の試料検査システム。
（項目２１）
　前記自動移送アームが、前記分離した清掃部材を、前記分離した清掃部材が取り出され
たのと同じまたは異なる清掃部材ホルダーに選択的に置くように構成された、項目２０に
記載の試料処理システム。
（項目２２）
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　試料検査システムであって、
　　一つまたは複数の検査容器ホルダーであって、各検査容器ホルダーが複数の検査容器
ウェルを備え、各検査容器ウェルが開いた下端部を持ち、その中に検査容器を据えるよう
に構成された検査容器ホルダーと、
　　前記検査容器ウェルに据えられた検査容器に含まれる試料によって放射または反射さ
れる電磁放射の伝達を可能にするために、それぞれの光ファイバーの端部が各検査容器ウ
ェルの前記開いた下端部に近接して位置付けられるように、一つまたは複数の検査容器ホ
ルダーに対して配列された複数の光ファイバーと、
　　複数の清掃部材ウェルを備える清掃部材ホルダーであって、複数の前記清掃部材ウェ
ルのそれぞれが、清掃部材をその中に据えるように構成された清掃部材ホルダーと、
　　自動移送アームであって、
　　　前記清掃部材ウェルの一つに配置された清掃部材を着脱可能なかたちで結合し、
　　　前記着脱可能なかたちで結合した清掃部材を前記それぞれの清掃部材ウェルから取
り出し、
　　　前記それぞれの検査容器ウェルの前記開いた下端部に近接して位置付けられた前記
光ファイバーの前記端部に、前記清掃部材の遠位端が近接または接触して位置付けられる
ように、前記着脱可能なかたちで結合した清掃部材の遠位端を前記検査容器ウェルの一つ
に挿入し、
　　　前記着脱可能なかたちで結合した清掃部材を前記それぞれの検査容器から取り出し
、
前記清掃部材を分離するように構成された自動移送アームとを備える、試料検査システム
。
（項目２３）
　前記自動移送アームが、前記分離した清掃部材を、前記分離した清掃部材が取り出され
たのと同じまたは異なる清掃部材ウェルに選択的に置くように構成された、項目２２に記
載の試料処理システム。
（項目２４）
　前記自動移送アームが前記分離した清掃部材を廃棄物アウトプット中に選択的に置くよ
うに構成されている、項目２２または２３に記載の試料処理システム。
（項目２５）
　前記自動移送アームが連接アームを備える、項目２２～２４のいずれか一項に記載の試
料処理システム。
（項目２６）
　前記清掃部材の遠位部が、前記清掃部材の遠位先端が前記それぞれの光ファイバーの前
記端部に近接または接触して位置付けられるようにするため、前記それぞれの検査容器ウ
ェルの前記開いた下端部まで、および／または前記開いた下端部を通って延長するような
寸法である、項目２２～２５のいずれか一項に記載の試料処理システム。
（項目２７）
　前記清掃部材の前記遠位部が清掃要素を備え、前記清掃部材が、前記遠位清掃要素に接
合した近位結合要素をさらに備え、前記結合要素が、前記自動移送アームの遠位作業端部
と解除可能なかたちでかみ合うように構成された近位端部を持つ、項目２２～２６のいず
れか一項に記載の試料検査システム。
（項目２８）
　前記結合要素および清掃要素が別々に成形された構成要素である、項目２７に記載の試
料検査システム。
（項目２９）
　前記結合要素の遠位部が前記清掃要素の近位部と締り嵌めを形成する、項目２８に記載
の試料検査システム。
（項目３０）
　前記結合要素の遠位部が前記清掃要素の近位部と摩擦嵌めを形成する、項目２８に記載
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の試料検査システム。
（項目３１）
　前記結合要素および前記清掃要素が単一の構成要素としてコモールディングされている
、項目２７に記載の試料検査システム。
（項目３２）
　前記清掃要素が、前記清掃要素の外面が前記検査容器ウェルの内面と適合するような寸
法である、項目２７～３１のいずれか一項に記載の試料検査システム。
（項目３３）
　前記清掃要素の外面および前記検査容器ウェルの内面が相補的な円錐台状の形状を持つ
、項目３２に記載の試料検査システム。
（項目３４）
　前記清掃要素が前記検査容器ウェルに挿入された時、前記清掃要素が、（ｉ）前記検査
容器ウェルの前記内面、および（ｉｉ）前記それぞれの光ファイバーの前記端部の一つま
たは両方を清掃、浄化および／または滅菌する、項目２７～３３のいずれか一項に記載の
試料検査システム。
（項目３５）
　前記清掃要素が接着剤を含む、項目２７～３４のいずれか一項に記載の試料検査システ
ム。
（項目３６）
　前記接着剤が、シリコン、プラチナ硬化シリコン、熱可塑性ポリウレタン、熱可塑性エ
ラストマ、熱可塑性ゴム、およびゲルから成る群から選択される、項目３５に記載の試料
検査システム。
（項目３７）
　前記清掃要素が、前記試料によって放射または反射された電磁放射の光ファイバーによ
る前記伝達を妨げうる微粒子および／またはその他の材料に静電的引力を生成する材料を
含む、項目２７～３４のいずれか一項に記載の試料検査システム。
（項目３８）
　静電的引力を生成する前記材料が、シリコン、塩化ポリビニル、ポリプロピレン、ポリ
エチレン、ポリウレタン、ポリエステルおよびポリスチレンから成る群から選択される、
項目３７に記載の試料検査システム。
（項目３９）
　前記清掃要素が液状物質を保持する能力を持つ吸収材料を含む、項目２７～３４のいず
れか一項に記載の試料検査システム。
（項目４０）
　前記清掃要素が前記液状物質を保持し、前記液状物質が、イソプロピルアルコール、エ
チルアルコール、希塩酸、シュウ酸、希釈水酸化ナトリウムおよび希釈次亜塩素酸ナトリ
ウムを含む群から選択される、項目３９に記載の試料検査システム。
（項目４１）
　前記自動移送アームにそれぞれの清掃部材を着脱可能なかたちで結合させ、（ｉ）所定
の清掃スケジュールおよび（ｉｉ）前記それぞれの光ファイバー端部上または上方に配置
された微粒子および／またはその他の材料の存在の感知のうちの一つまたは両方に基づい
て、前記着脱可能なかたちで結合した清掃部材を一つまたは複数の光ファイバー端部に近
接および／または接触する位置に移動させるために、前記自動移送アームの動作を制御す
るコントローラをさらに備える、項目２２～４０のいずれか一項に記載の試料検査システ
ム。
（項目４２）
　試料検査システムに使用するための清掃部材であって、
　　近位結合要素と、
　　遠位清掃要素とを備え、前記結合要素が、自動移送アームと解除可能なかたちでかみ
合うように構成された近位端部を持つ清掃部材。
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（項目４３）
　前記結合要素が、前記自動移送アームの作業端部と摩擦嵌めを形成するように寸法取り
された近位部を持つ、項目４２に記載の清掃部材。
（項目４４）
　前記結合要素および清掃要素が別々に成形された構成要素である、項目４２または４３
に記載の清掃部材。
（項目４５）
　前記結合要素の遠位部が前記清掃要素の近位部と締り嵌めを形成する、項目４４に記載
の清掃部材。
（項目４６）
　前記結合要素の遠位部が前記清掃要素の近位部と摩擦嵌めを形成する、項目４４に記載
の清掃部材。
（項目４７）
　前記結合要素および前記清掃要素が単一の構成要素としてコモールディングされている
、項目４２または４３に記載の清掃部材。
（項目４８）
　前記清掃要素が、前記清掃要素の外面が前記試料検査システムの検査容器ウェルの内面
と適合するような寸法である、項目４２～４７のいずれか一項に記載の清掃部材。
（項目４９）
　前記清掃要素の外面および前記検査容器ウェルの内面が相補的な円錐台状の形状を持つ
、項目４８に記載の清掃部材。
（項目５０）
　前記清掃要素が接着剤を含む、項目４２～４９のいずれか一項に記載の清掃部材。
（項目５１）
　前記接着剤が、シリコン、プラチナ硬化シリコン、熱可塑性ポリウレタン、熱可塑性エ
ラストマ、熱可塑性ゴム、およびゲルから成る群から選択される、項目５０に記載の清掃
部材。
（項目５２）
　前記清掃要素が、前記試料によって放射または反射された電磁放射の光学素子による前
記検出を妨げうる微粒子および／またはその他の材料に静電的引力を生成する材料を含む
、項目４２～４９のいずれか一項に記載の清掃部材。
（項目５３）
　静電的引力を生成する前記材料が、シリコン、塩化ポリビニル、ポリプロピレン、ポリ
エチレン、ポリウレタン、ポリエステルおよびポリスチレンから成る群から選択される、
項目５２に記載の清掃部材。
（項目５４）
　前記清掃要素が液状物質を保持する能力を持つ吸収材料を含む、項目４２～４９のいず
れか一項に記載の清掃部材。
（項目５５）
　前記清掃要素が前記液状物質を保持し、前記液状物質が、イソプロピルアルコール、エ
チルアルコール、希塩酸、シュウ酸、希釈水酸化ナトリウムおよび希釈次亜塩素酸ナトリ
ウムを含む群から選択される、項目５４に記載の清掃部材。
（項目５６）
　試料検査システムの操作方法であって、前記システムが、検査容器支持構造、および前
記検査容器支持構造によって支持される検査容器に配置された試料によって放射または反
射される電磁放射を伝達するように位置付けられた光学素子を備え、前記方法が自動移送
アームを使用して、
　　清掃部材を前記移送アームの作業端部に着脱可能なかたちで結合する工程と、
　　前記清掃部材がそれによって前記光学素子を清掃および／または滅菌するように、前
記着脱可能なかたちで結合した清掃部材を、前記光学素子と近接および／または接触する
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位置に移動する工程と、
　　前記清掃部材を前記移送アームの前記作業端部から分離する工程とを含む方法。
（項目５７）
　前記システムが複数の清掃部材容器を持つ清掃部材ホルダーを備え、前記清掃部材が、
前記清掃部材ホルダーのそれぞれの清掃部材容器に保持された複数の清掃部材の一つであ
り、前記自動移送アームが、前記清掃部材が前記それぞれの清掃部材容器に保持されてい
る間に、前記清掃部材を着脱可能なかたちで結合する、項目５６に記載の方法。
（項目５８）
　前記清掃部材が近位結合要素および遠位清掃要素を備える、項目５６に記載の方法。
（項目５９）
　項目５８の方法であって、前記自動アームが前記清掃部材を前記移送アームの前記作業
端部に、
　　前記結合要素の近位端部を前記移送アームの前記作業端部に着脱可能なかたちで結合
することにより、および
　　前記結合要素の遠位端コネクタを前記清掃要素の凹んだ近位部に挿入し、それによっ
て前記清掃要素を前記結合要素に取り付けることにより、着脱可能なかたちで結合する方
法。
（項目６０）
　前記結合要素の前記遠位端コネクタが前記清掃要素の前記近位凹部と締り嵌めを形成す
る、項目５９に記載の方法。
（項目６１）
　前記結合要素の前記遠位端コネクタが前記清掃要素の前記近位凹部と摩擦嵌めを形成す
る、項目５９に記載の方法。
（項目６２）
　前記システムが、複数の清掃要素容器を持つ清掃要素ホルダーを備え、前記清掃要素が
、前記清掃要素ホルダーのそれぞれの清掃要素容器に保持された複数の清掃要素の一つで
ある、項目５９～６１のいずれか一項に記載の方法。
（項目６３）
　前記結合要素の前記遠位端コネクタが前記清掃要素の凹んだ近位部に挿入される時に貫
かれる壊れやすい密封部材によって、前記清掃要素が前記それぞれの清掃要素容器に実質
的に環境的に密封される、項目６２に記載の方法。
（項目６４）
　前記清掃要素が前記それぞれの清掃要素容器に保持されている間に、前記自動移送アー
ムが前記結合要素の遠位端コネクタを前記清掃要素の前記凹んだ近位部に挿入する、項目
６２に記載の方法。
（項目６５）
　前記自動移送アームを使用して、前記清掃要素が前記検査容器支持構造の検査容器ウェ
ルに挿入されるように、前記着脱可能なかたちで結合した清掃部材を移動する工程をさら
に含み、前記清掃要素が、前記清掃要素の外面が前記検査容器ウェルの内面に適合するよ
うな寸法となっている、項目５８～６４のいずれか一項に記載の方法。
（項目６６）
　前記清掃要素が、前記検査容器ウェルに挿入された時、前記検査容器ウェルの内面を清
掃、浄化および／または滅菌する、項目６５に記載の方法。
（項目６７）
　前記検査容器ウェルが開いた下部を持ち、前記光学素子が、前記検査容器ウェルの前記
開いた下部に近接して位置付けられた端部を持つ光ファイバーを備え、前記清掃要素が、
前記検査容器ウェルに挿入された時、前記光ファイバーの前記端部を清掃、浄化および／
または滅菌する、項目６５または６６に記載の方法。
（項目６８）
　項目６５の方法であって、前記着脱可能なかたちで結合した清掃部材が第一の清掃部材
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を備え、前記第一の清掃部材の前記清掃要素が第一の清掃要素を備え、前記方法が、前記
自動移送アームの前記作業端部から前記第一の清掃部材を分離した後、前記自動移送アー
ムを使用して、
　　第二の清掃部材を前記自動移送アームの前記作業端部に着脱可能なかたちで結合する
工程であって、前記第二の清掃部材が第二の清掃要素を備える工程と、
　　前記着脱可能なかたちで結合した第二の清掃部材を、前記第二の清掃要素が前記検査
容器支持構造の同じ検査容器ウェルに挿入されるような位置に移動する工程とをさらに含
む方法。
（項目６９）
　前記第一の清掃要素が前記第二の清掃要素とは異なる材料でできている、項目６８に記
載の方法。
（項目７０）
　前記清掃要素が接着剤を含む、項目５８～６７のいずれか一項に記載の方法。
（項目７１）
　前記清掃要素が、前記試料によって放射または反射された電磁放射の光学素子による前
記伝達を妨げうる微粒子および／またはその他の材料に静電的引力を生成する材料を含む
、項目５８～６７のいずれか一項に記載の方法。
（項目７２）
　前記清掃要素が液状物質を保持する能力を持つ吸収材料を含む、項目５８～６７のいず
れか一項に記載の方法。
（項目７３）
　前記システムが、前記自動移送アームにそれぞれの清掃部材を着脱可能なかたちで結合
させ、（ｉ）所定の清掃スケジュールおよび（ｉｉ）光学素子上または上方に配置された
微粒子および／またはその他の材料の存在の感知のうちの一つまたは両方に基づいて、前
記それぞれの着脱可能なかたちで結合した清掃部材を前記光学素子に近接および／または
接触する位置に移動させるために、前記自動移送アームの動作を制御するコントローラを
さらに備える、項目５６～７２のいずれか一項に記載の方法。
（項目７４）
　前記コントローラが、前記自動移送アームに、それぞれの分離した清掃部材をシステム
廃棄物アウトプットまたは指定された使用済み清掃部材ホルダー中に配置させる、項目７
３に記載の方法。
【図面の簡単な説明】
【００２１】
　図面は開示実施形態のデザインおよび有用性を示し、類似の要素は共通の参照番号によ
って言及される。これらの図面は必ずしも縮尺通りには描かれていない。上述およびその
他の利点および目的がどのように得られるかをより良く理解するために、実施形態のより
具体的な記述を与え、これは添付図面で示される。これらの図面は典型的な実施形態のみ
を示しており、従って、その範囲を限定するものとして見なされない。
【図１】本明細書に開示した実施形態に従って作成された例示的清掃部材の分解斜視図で
あり、清掃部材の近位部と着脱可能なかたちで結合する自動移送機構の作業端部（「使い
捨て先端インターフェース」）をさらに示している。
【図２】組み立てられた、または成形された時の図１の清掃部材の側面斜視図である。
【図３】図１の完全に組み立てられた、または成形された清掃部材の側面断面図であり、
コモールディングまたは近位結合要素を清掃部材の遠位清掃要素と接合する締り嵌めを示
している。
【図４】着脱可能なかたちで結合した清掃部材を検査容器ホルダーの検査容器ウェルに挿
入した、図１の使い捨て先端インターフェースの側面断面図および側面断面斜視図であり
、清掃部材の遠位先端が、検査容器ウェルの開いた下部に近接して位置付けられた光ファ
イバーの上向きで軸に面した端部と接触する。
【図５】着脱可能なかたちで結合した清掃部材を検査容器ホルダーの検査容器ウェルに挿
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入した、図１の使い捨て先端インターフェースの側面断面図および側面断面斜視図であり
、清掃部材の遠位先端が、検査容器ウェルの開いた下部に近接して位置付けられた光ファ
イバーの上向きで軸に面した端部と接触する。
【図６】自動試料検査システムの例示的試料処理機器デッキの平面図である。
【図７】図６の試料処理機器デッキと共に使用するための自動移送ガントリーの斜視図で
ある。
【図８】図７の移送ガントリーの移送アームの斜視図である。
【図９】本明細書に開示した実施形態に従って作成された例示的清掃部材保管トレイの斜
視図であり、保管トレイの隅の清掃部材ウェルに据えられた例示的清掃部材の分解斜視図
をさらに示している。
【図１０】据えられた清掃部材を含む図９の清掃部材保管トレイの上面図である。
【図１０Ａ】図１０の線Ａ－Ａに沿って切り取った断面図である。
【図１０Ｂ】図１０の線Ｂ－Ｂに沿って切り取った断面図である。
【図１１Ａ】図９の清掃部材保管トレイのそれぞれの側面図である。
【図１１Ｂ】図９の清掃部材保管トレイのそれぞれの側面図である。
【図１２】図９の清掃部材保管トレイの下面図である。
【図１３】本明細書に開示した実施形態に従って作成された例示的清掃部材保管トレイの
斜視図である。
【図１４】図１３の清掃部材保管トレイホルダーがその上に取り付けられた、試料処理機
器デッキの一部の斜視図である。
【発明を実施するための形態】
【００２２】
　本システム、方法、および装置を説明する前に、本開示は記述された特定の方法、構成
要素および材料は、このような方法、構成要素および材料は変化しうるので、これらに限
定されないことを理解すべきである。本開示の範囲は添付請求項によってのみ限定される
ので、本明細書に使用される用語は、特定の実施形態のみを記述する目的で使用されてい
ることも理解すべきである。
【００２３】
　例示的試料検査システムの実施形態のさまざまな構成要素および部分組立品を添付図と
併せて以下に説明する。図は必ずしも縮尺通りには描かれておらず、選択要素の相対スケ
ールは、明瞭にするために誇張されている場合があり、類似の構造または機能の要素は、
図の全体を通して類似の参照番号によって示される。図は実施形態の説明を手助けするこ
とのみを目的としており、開示実施形態の包括的説明または本開示の範囲についての限定
としては意図されておらず、本開示の範囲は添付請求項およびそれらの相当物によっての
み定義されることを理解すべきである。さらに、例示実施形態は示したすべての態様また
は利点を持つ必要はない。特定実施形態と併せて記述された態様または利点は必ずしもそ
の実施形態に限定されず、そのように例示されていない場合でもその他任意の実施形態で
実践しうる。
【００２４】
　以下の定義用語については、本明細書の請求項または他の場所に異なる定義が与えられ
ていない限り、これらの定義が適用されるものとする。
【００２５】
　本明細書のすべての数値は、明示的に示されているかどうかを問わず、「約」という用
語によって修飾されるものと見なされる。「約」という用語は一般に、当業者が列挙され
た値と同等と見なすであろう数字の範囲を指す（すなわち、同じ機能または結果を有する
）。多くの場合、「約」という用語は直近の有効数字に四捨五入された数字を含みうる。
終点による数値範囲の列挙は、その範囲内のすべての数字を含む（例えば、１～５は、１
、１．５、２、２．７５、３、３．８０、４、および５を含む）。
【００２６】
　本明細書および添付した請求項で使用するとき、文脈により明らかにそうでないことが
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示されていない限り、単数形（「ａ」、「ａｎ」、および「ｔｈｅ」）には、複数の対象
物が含まれる。従って、例えば、「本方法」への言及には、本明細書に記述された一つま
たは複数の方法、および／またはタイプの段階を含み、これは本開示などを読めば当業者
には明らかとなるであろう。本明細書および添付請求項で使用する場合、「または」とい
う用語は、内容によってそうでないと明らかに示されない限り、「および／または」を含
む意味で一般に用いられる。
【００２７】
　「含む」、「含有する」、「持つ」または「特徴とする」と互換的に使用される「備え
る」という用語は、包括的であるか、または制限的でない言語であり、可能性のある追加
的要素または行為を排除または除外しない。「から成る」という語句は、主張に指定され
ていないすべての要素、段階、または材料を除外する。本開示は、装置の例示的実施形態
およびこれらの語句のそれぞれの範囲に対応するその使用方法を企図している。従って、
列挙した要素または段階を含むシステム、機器または方法は、システム、機器または方法
が本質的にこれらの要素または段階から成る特定実施形態を企図している。
【００２８】
　図１～３は、本明細書に開示した実施形態による、試料検査システムで使用するための
例示的清掃部材１００を示す。清掃部材１００は、遠位清掃要素１０２および近位結合要
素１０４を含む。以下により詳細に記述するように、それぞれの清掃要素１０２および結
合要素１０４は、図１に示すように別々の構成要素として製造（例えば、成形）して、後
に図２および３に示すように一緒に接合しうる。この目的を達成するために、結合要素１
０４は、複数の半径方向に延長する突起１０６を含む遠位突出延長部材１０５を持つ。延
長部材１０５および突起１０６は、清掃要素１０２の相補的寸法を持つ内部空洞１０７と
締り嵌めを形成するような寸法を持ち、これはその近位端開口部１０８を通してアクセス
される。従って、延長部材１０５（突起１０６を含む）が空洞１０７内で「スナップフィ
ット」で結合するまで開口部１０８を通して延長部材１０５を挿入することによって、結
合要素１０４が清掃要素１０２にしっかりと接合されるように、清掃要素１０２および／
または結合要素１０４を作るために使用する材料は、互いに対して十分柔軟なことが好ま
しい。結合要素１０４上に配置された半径方向外向きリング１１０は、近位開口部１０８
を取り囲む縁１０９に突き当たって、延長部材１０５の空洞１０７内への過剰挿入を防ぐ
。摩擦嵌め、溶接、または接着剤など、代替的取り付け機構および構成を使用して、清掃
要素１０２および結合要素１０４を一緒に接合できることも理解されよう。
【００２９】
　それぞれの清掃要素１０２および結合要素１０４は、試料検査システムでの使用のため
に（組み立てた）清掃部材１００を提供する前に一緒に接合してもよく、または代替的に
、清掃要素１０２および結合要素１０４は、清掃部材１００の使用時にシステムによって
一緒に接合される別々の構成要素として提供してもよい。例として、システム検査システ
ムは、一つまたは複数の清掃要素１０２を保持する第一の構造、および一つまたは複数の
結合要素１０４を支持または保持する第二の構造を含みうる。使用時、自動移送アームの
作業端部は、第二の支持構造に保持された結合要素１０４とかみ合い（すなわち、着脱可
能なかたちで結合し）、着脱可能なかたちで結合した結合要素１０４を、第一の支持構造
に保持された清掃要素１０２に近接した位置に移送する。自動アームは結合要素１０４を
操って、その延長部材１０５を、清掃要素１０２の開いた近位端１０８および内部空洞１
０７をそれぞれ通して挿入し、それによって締り嵌めを形成して結合要素１０４をそれぞ
れの清掃要素１０２に接合する。これで完全に組み立てられた清掃部材１００はすぐに使
用することができ、自動移送アームにすでに連結されている。前述の例の清掃要素１０２
は、結合要素１０４が清掃要素１０２とかみ合う時にそれぞれの密封を形成している壊れ
やすい部材が延長部材１０５によって貫かれる、例えば、個別密封容器、または密封トレ
イ中に、使用前に環境的に密封されうる。
【００３０】
　あるいは清掃部材１００は、例えば、それぞれの清掃要素１０２および結合要素１０４
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がコモールディング過程を使用して接合構成に形成される一体型ユニットとして製造しう
る。図９～１４に示す下述の実施形態など、このような実施形態では、使用前に清掃部材
１００を、例えば、個別密封容器、または密封トレイ中に、環境的に密封することが望ま
しい場合があり、ここでは自動移送アームが清掃部材１００の結合要素１０４の近位端と
かみ合う時、それぞれの密封を形成している壊れやすい部材が自動移送アームの作業端部
によって貫かれる。
【００３１】
　実例として図１を特に参照すると、結合要素１０４の近位本体部分１１８は、結合要素
１０４の開いた近位端１１２を通してアクセスされる、縦長の漏斗状内部凹部１１７を形
成する。結合要素１０４の開いた端部１１２は、軸に面した表面を持つ縁１２５で縁取ら
れている。凹部１１７（図３、４および５で最もよくわかる）は、自動移送アーム３００
の作業端部（「使い捨て先端インターフェース」または「ＤｉＴｉ」）３０２を受けて解
除可能なかたちでかみ合う（対になる）ような寸法を持つ。特に、ＤｉＴｉ　３０２上に
配置された半径方向に拡大した突起３０４および３０６は、内部凹部１１７の内面１１３
と摩擦嵌めを形成し、それによって、ＤｉＴｉ　３０２がその開いた端部１１２を通して
挿入される時、ＤｉＴｉ　３０２を結合要素１０４と着脱可能なかたちで結合する。その
後、着脱可能なかたちで結合した構成要素１０２および１０４は、スリーブ３０８の遠位
端３０９が結合要素１０４の近位縁１２５と接触してかみ合い、ＤｉＴｉ　３０２から結
合要素１０４を除去するまで、ＤｉＴｉ　３０２を超えてスリーブ３０８が前進すること
、またはスリーブ３０８中にＤｉＴｉ　３０２を格納することのうちの一つまたは両方に
より、ＤｉＴｉ　３０２に対して動くスリーブ３０８の働きによって切り離されうる（す
なわち、分離されうる）。
【００３２】
　図３で最も良く見ることができるように、複数の縦方向の直線的リブ１２６が、結合要
素１０４の内面１１３上に形成される。例示実施形態には３つの直線的リブ１２６が描写
されているが、代替的実施形態はより少ない（すなわち、１または２個）、またはより多
くの（すなわち、４個以上）直線的リブ１２６を内面１１３上に持ちうる。さらなる代替
的実施形態では、内面１１３上に直線的リブ１２６は提供されず、示した実施形態のリブ
１２６は選択的だと見なされるべきである。少なくとも２つの直線的リブ１２６を持つ実
施形態では、リブ１２６は、内面１１３上に互いに実質的に等しい距離間隔を置いている
ことが好ましい。従って、例示実施形態では、３個のリブ１２６は、内面１１３上で互い
に約１２０度の間隔を置いている。リグ１２６はそれぞれ、その長さに沿って凹部１１７
の中に内向きに突出し、それにより、凹部１１７の内部取り付け直径を減少させて、Ｄｉ
Ｔｉ突起３０４および３０６の結合要素１０４へのかみ合いを促進する。リブ１２６は、
その上部、または近位端で面取りすることができ、またはそうでなければ、ＤｉＴｉ突起
３０４および３０６が凹部１１７に挿入される時に少なくとも部分的に変形するような寸
法であることが好ましい。一部の実施形態では、リブ１２６の突出の量は、それぞれのリ
ブが結合部材１０４内の凹部１１７の下部に近づくにつれてサイズが徐々に増加しうる。
例示実施形態では、リブの厚さは、凹部１１７内の半径方向に内向きの頂点１３８で増加
し、その後は減少するが、各リブ１２６の下部１３９はＤｉＴｉ　３０２上の摩擦かみ合
い突起３０４を収容するように凹んでいる。代替的に、またはこれに加えて、特定の実施
形態では、直線的リブ１２６は、凹部の下部に近づくにつれて全体的厚さを漸増しうる。
このように、厚さおよび／または半径方向形状の漸増は、一つまたは複数の直線的リブ１
２６の段階的先細りのために企図されており、これはさらにＤｉＴｉ　３０２が結合要素
１０４の開いた端部１１２を通って凹部１１７内に挿入される時、ＤｉＴｉを中心に置く
働きをする。
【００３３】
　一つまたは複数の縦方向の窪み、または凹部１２４が、結合要素１０４の外面１１８上
に配置され、外面の長さの少なくとも一部に沿って延長する。凹部１２４は、例えば、凹
形、切欠、正方形など、任意の形状に成形しうる。さまざまな実施形態で、一つまたは複
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数の凹部１２４のそれぞれの長さは、内面１１３上に配置された対応する直線的リブ５６
０と整列し（すなわち、正反対に）、対応する直線的リブとほぼ同じ長さである。従って
、例示実施形態は、内面１１３上のそれぞれの３個の直線的リブ１２６と１対１の関係に
なるように、３個の外部直線的凹部を持つ。内面の直線的リブ１２６の外面の凹部１２４
との結合は、結合要素１０４と自動移送アーム３００のＤｉＴｉ　３０２との摩擦性付着
の予測性を高める。特に、移送アーム３００のＤｉＴｉ　３０２が結合要素１０４の凹部
１１７中に降ろされる時、ＤｉＴｉ　３０２の遠位端突起３０４および３０６は直線的リ
ブ１２６に接触してこれらを押し付け、それによって、ＤｉＴｉ　３０２に合わせるため
に結合要素１０４、および特に一つまたは複数の凹部１２４をその軸中心に対して半径方
向に外向きに屈曲および／または拡大させ、結合要素１０４との移送アーム３００の摩擦
付着または「かみあい」を強化する。
【００３４】
　複数の突起１２２は、結合要素１０４の近位端開口部１１２を取り囲む近位縁１２５か
ら半径方向に外向きに延長する。突起１２２は、縁１２５から互いに実質的に等しい距離
間隔を置くことが好ましく、（本明細書に記述した）自動試料検査システムに使用するた
めの複数ウェルトレイのウェル内の（別々の構成要素としての）結合要素１０４および／
または完全に組み立てられた清掃部材１００の積み重ねおよび／またはドッキングを促進
する。
【００３５】
　結合要素１０４は、ポリオレフィン（例えば、高密度ポリエチレン（「ＨＤＰＥ」）、
低密度ポリエチレン（「ＬＤＰＥ」）、ＨＤＰＥおよびＬＤＰＥの混合物、またはポリプ
ロピレン）、ポリスチレン、耐衝撃性ポリスチレンおよびポリカーボネートを含むがこれ
らに限定されない多数の異なるポリマーおよびヘテロポリマー樹脂から形成されうる。Ｌ
ＤＰＥはＨＤＰＥよりも柔らかく可鍛性の材料であるが、ＬＤＰＥの柔らかさは、空洞１
０７内に清掃要素１０２を固定可能にかみ合わせるために、遠位突出延長部材１０５およ
び突起１０６により大きな柔軟性を提供する。このような付加的柔軟性は、結合要素１０
４の近位内部空洞１１７内の移送アーム３００の作業端部３０２の摩擦接触も促進しうる
。現在の好適実施形態では、結合要素１０４はポリプロピレン（「ＰＰ」）で形成されて
いる。それぞれの選択材料のタイプまたは混合物に関係なく、清掃要素１０２および結合
要素１０４は射出、圧縮、トランスファーまたはＲＴＶ成形など、既知の成形過程を使用
して作られることが好ましい。要素１０２および１０４は、後に一緒に接合される別々の
構成要素として、または清掃要素１０２が結合部材１０４の延長部材１０５の上に成形さ
れ、その結果２つの構成要素が製造過程で一緒に接合される既知のコモールディング（ま
たは「オーバーモールディング」）過程を使用して製造される単一構成要素として成形さ
れうる。
【００３６】
　清掃要素１０２は、既知の射出成型過程を使用して形成されうる一体構成を持つ。成形
過程に使用される材料は油を含まず、成形過程の間に使用される離型剤は、清掃要素１０
２の表面１１４上にいかなる油性残留物も残さないものに限定されることが好ましい。さ
まざまな実施形態で、一つまたは複数の清掃要素１０２は、（限定するものではないが）
シリコン、プラチナ硬化シリコン、熱可塑性ポリウレタン、熱可塑性エラストマ、熱可塑
性ゴム、またはゲルなどの接着剤で作られうる。好ましい接着剤は、粘着性であるが、そ
れが接触する表面上に残留物を残さないものである。
【００３７】
　追加的または代替え的に、一つまたは複数の清掃要素１０２は、（限定するものではな
いが）シリコン、塩化ポリビニル、ポリプロピレン、ポリウレタン、ポリエステルまたは
ポリスチレンなど、試料によって放射または反射される電磁放射の光学素子による伝達を
妨げうる微粒子および／またはその他の材料に静電的引力を引き起こす材料で作られうる
。とりわけ、接着性である上述の材料の一部は望ましくない破片に対する静電的引力も生
成する。
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【００３８】
　代替的または追加的に、一つまたは複数の清掃要素１０２は、液体清掃および／または
滅菌物質を保持し、清掃および／または滅菌されるそれぞれの構造の表面に保持した液体
を塗布する能力を持つ吸収性材料で作られうる。このような吸収性材料には親水性材料が
含まれるがこれに限定されず、ＰＰおよびその他のプラスチックなどの疎水性材料も含ま
れうる。清掃要素１０２を形成するために使用しうる吸収性材料の追加的例には、限定さ
れるものではないが、ＰＰ、ＨＤＰＥ、ＬＤＰＥ、ポリテトラフルオロエチレン（「ＰＴ
ＦＥ」）、フッ化ポリビニリデン（「ＰＶＤＦ」）、エチレン酢酸ビニル（「ＥＶＡ」）
、Ｐｏｒｅｘ（登録商標）ポリマー、セルロース繊維（綿織物または布など）、およびポ
リマイクロ繊維などの材料でできているスポンジまたはフォーム形態の多孔性プラスチッ
ク材料が含まれる。使用しうる例示的液体清掃および／滅菌物質には、限定されるもので
はないが、イソプロピルアルコール、エチルアルコール、希塩酸（例えば、２０％溶液）
、シュウ酸、希釈水酸化ナトリウム溶液（例えば、５０％溶液）、希釈次亜塩素酸ナトリ
ウム溶液（例えば、１５％溶液）が含まれる。好ましい清掃用液体および／または滅菌用
液体は、（例えば、再吸収または蒸発によって）容易に除去できる組成物であるべきで、
接触後にそれぞれの光学素子上に残留物を残さないようにすべきである。アンモニアを含
む窓清掃用液体、ガソリン、変性アルコール、四塩化炭素およびまたはアセトンなどの特
定の液体は、それぞれの光学素子および／または試料検査容器ウェルを損傷しうるので、
使用すべきでない。清掃用液体および／または滅菌用液体は、使用時に清掃用液体および
／または滅菌用液体に少なくとも部分的に挿入される吸収性清掃要素１０２とは別の容器
に保管される。あるいは、吸収性清掃要素１０２は、使用のために供給する前に、清掃用
液体および／または滅菌用液体に事前浸漬しうる。
【００３９】
　さまざまな実施形態では、清掃要素１０２は、使用される試料試験システムの清掃およ
び／または滅菌機能の実施に対して最適となるように、異なる形状、寸法および構成を持
ちうる。例えば、選択された清掃部材１００の清掃要素１０２は、それらが使用される試
料検査システムの特定のタイプの光学素子、検査容器ウェル、およびその他の構成要素に
到達し、清掃および／または滅菌するために、特別な形状および／または寸法としうる。
清掃要素１０２の遠位端１１６は平らまたは曲面とすることができ、清掃過程の間に試験
システムの構成要素を損傷することを避けるために少なくともいくらか圧縮できることが
好ましい。
【００４０】
　一部の実施形態では、試料検査システムは、第一の（例えば、接着性）材料でできた清
掃要素１０２を持つ一つまたは複数の清掃部材１００、および第二の（例えば、吸収性）
材料でできた清掃要素１０２を持つ一つまたは複数の清掃部材１００を含む、複数タイプ
の清掃部材１００を備えうる。例えば、試料検査システムは、接着性清掃要素１０２を持
つ一つまたは複数の清掃部材１００、および清掃用液体および／または滅菌用液体を保持
する吸収性清掃要素１０２を持つ一つまたは複数の清掃部材１００備えることができ、接
着性清掃要素１０２を持つ清掃部材１００は一つまたは複数の光学素子の初期清掃を実施
するために使用され、液体保持清掃要素１０２を持つ清掃部材１００はその後に同じ一つ
または複数の光学要素の二次的（すなわち「仕上げ」）清掃を実施するために使用される
。
【００４１】
　図４および５はそれぞれ、すでに着脱可能なかたちで結合した清掃部材１００を、試料
検査システム（以下で詳細に記述する）の処理デッキ上に位置付けられた検査容器ホルダ
ー４０８の検査容器ウェル４１５に挿入した自動移送アーム３００のＤｉＴｉ　３０２の
側面断面図および側面断面斜視図であり、清掃要素１０２の遠位端面１１６が、検査容器
ウェル４１５の開いた下部４１６に近接して位置付けられたスリーブ４５４によって取り
囲まれた光ファイバー４５０の上向きで軸に面した端面４５２と接触する。非限定的例と
して、検査容器ホルダー４０８は、複数の検査容器ウェル４１５（２つの隣接ウェル４１



(19) JP 6792003 B2 2020.11.25

10

20

30

40

50

５または図４および５に示される）を備え、試料検査システムは、それぞれが複数の検査
容器ウェル４１５を持つ、複数の類似の検査容器ホルダー４０８を備えうる。試料検査シ
ステムの代替的実施形態では、検査容器ホルダーは異なる構成、例えば、マイクロタイタ
ープレートを保持するためのプラットフォームを持ちうることを理解すべきである。
【００４２】
　自動移送アーム３００、および特にＤｉＴｉ　３０２は、近くの清掃部材ホルダーの清
掃部材ウェル（下述の図９～１４に示す清掃部材保管トレイ４２４の清掃部材ウェル４２
６など）に位置する完全に組み立てられた清掃部材１００を着脱可能なかたちで結合する
ように、またはそうでなければ、結合要素ホルダー（非表示）に位置する結合要素１０４
をまず着脱可能なかたちで結合し、その後、別の（例えば、環境的に密封された）清掃要
素ホルダー（これも非表示）に位置する清掃要素１０２をすでに着脱可能なかたちで結合
した結合要素１０４と接合し、それによって着脱可能なかたちで結合した清掃部材１００
を持つように構成される。いずれの場合も、清掃要素１０２の遠位先端１１６が、検査容
器ウェル４１５の開いた下端４１６に近接して位置付けられた光ファイバー４５０の軸に
面した遠位端４５２に接触するように、移送アーム３００はＤｉＴｉ　３０２を操って、
図４および５に示すように着脱可能なかたちで結合した清掃部材１００を検査容器ウェル
４１５に挿入する。例えば、上述のように、清掃要素１０２が、静電的引力を生成して光
ファイバー端部４５２を清掃する材料を含む場合、清掃要素１０２の遠位先端１１６が光
ファイバー４５０の軸に面した端部４５２と物理的に接触することは必ずしも必要でない
ことを理解すべきである。
【００４３】
　光ファイバー４５０は、それぞれの検査容器ウェル４１５に据えられた検査容器に含ま
れる試料の光学検査を実施するために試料検査システムが用いる複数の光ファイバー（図
では非表示）の一つでありうることを理解すべきである。特に、光ファイバー４５０は、
上述の組み込まれた特許出願で詳細に説明されているように、試料によって放射および／
または反射される電磁放射（これは可視光スペクトルであってもそうでなくてもよい）を
伝達する。光ファイバー以外の光学素子がこの目的で代替試料検査システムで使用されう
ることを理解すべきであり、特に、（限定されるものではないが）固定レンズおよびフィ
ルターから成る蛍光光度計、光電子増倍管（「ＰＭＴ」）など、保護面を持つその他の光
学素子、および／または、レンズ、ウィンドウ、鏡、リフレクター、フィルター、フィル
ムおよび／または試料と照明器（例えば、レーザー、ＬＥＤ、タングステン、ハロゲン、
水銀アーク、キセノンアーク、メタルハライドランプ）または検出器（ＰＭＴ、ＣＣＤ、
ＣＭＯＳ、フォトダイオード、フォトダイオードアレイ）との間に配置されるものものな
ど、生体試料検査の分野で使用されるその他の光学素子がある。試料検査システムによっ
て使用されうる光学素子のタイプに関わらず、それぞれの光学素子の端面と検査容器との
間に延長しそれを含む光学経路に、光学的検査過程を妨げうるいかなる破片もないことが
非常に重要である。このように、さまざまな実施形態の清掃部材１００は、さまざまな試
料検査システムで用いられうる代替的タイプの光学素子および／または検査容器構成の清
掃および／または滅菌に合わせるために適切に変更しうる。
【００４４】
　本開示の実践は、任意の特定形状または寸法を持つ清掃要素１０２に限定されないが、
例示実施形態では、清掃要素１０２の外面１１４および検査容器ウェル４１５の内面４１
３は相補的な一般に円錐台状の形状を持つ。このように、清掃要素１０２の遠位端４１６
が光ファイバー４５０の端面４５２に接触して清掃および／または滅菌すると同時に、清
掃要素１０２は有利には、検査容器ウェル４１５の内面４１３に接触して清掃および／ま
たは滅菌する。
【００４５】
　図６は試料検査システムの試料処理機器デッキ４００の一実施形態を示すが、自動移送
アーム組立品（下述の自動移送アームガントリー４０２ならびに図７および８に示す関連
移送アーム４１０および４１８など）は明瞭にするために省略されている。試料処理機器
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デッキ４００は１ダースの検査容器ホルダー４０８を含み、各ホルダー４０８が５個の試
験容器ウェル４１５を持つので、合計で６０個の検査容器ウェル４１５がある。個別容器
ホルダー４０８は、図１４（下述）に示した代替実施形態試料処理機器デッキ４００’の
部分斜視図で最も良く見ることができる。例示的試料処理機器デッキ、および機器デッキ
がその一部である例示的試料検査システムの動作の追加的詳細を開示している、上述で組
み込んだ米国出願第１４／２１３，９００号を参照する。
【００４６】
　図７は、一対の移送アーム４１０および４１８（移送アーム４１０は図８にも示される
）を含む、例示的自動移送システムガントリー４０２を示す。移送システムガントリー４
０２は、（下述の図１４の機器デッキ４００’など）本明細書に開示した清掃部材１００
を組み込み使用する実施形態を含む、試料処理機器デッキの実施形態に用いることができ
る。図示した移送アーム４１０および４１８は、図１、４および５に示した自動移送アー
ム３００（ＤｉＴｉインターフェースおよびスリーブ３０２／３０８を含む）とは外観が
異なるが、移送アーム４１０、４１８の動作および機能は移送アーム３００と実質的に同
じである。従って、移送アーム４１０および４１８を含む移送システムガントリー４０２
は、図１～５の上述実施形態に示した自動移送アーム３００およびＤｉＴｉ／スリーブ３
０２／３０８の動作をより良く理解するために、本明細書に図示および記述している。
【００４７】
　移送アーム４１０および４１８は、着脱可能なかたちで結合した物体を試料処理機器デ
ッキ（例えば、図１４の機器デッキ４００’）のそれぞれの目標場所に位置付けるために
、２つの軸（すなわち、ＸおよびＹ）に沿って、清掃部材１００などの物体を着脱可能な
かたちで結合および移送するために使用しうる。特に、移送システムガントリー４０２は
、図１～５の実施形態の移送アーム３００に関して上述したように、清掃部材１００を着
脱可能なかたちで結合、移動、挿入、および分離するために使用することができる。この
目的を達成するために、移送アーム４１０は第一のＸ軸レール４１２に沿って移動可能で
あり、移送アーム４１８は第二のＸ軸レール４２０に沿って移動可能である。Ｘ軸レール
４１２および４２０は、同様に、両方とも一対のＹ軸レール４０４および４０６に沿って
移動可能である。このように、それぞれのＸレール４１２および４２０、ならびにＹ軸レ
ール４０４および４０６は共同して、着脱可能なかたちで結合した物体を位置付け（例え
ば、挿入）、（随意に）分離する目的で、着脱可能なかたちで結合して移動すべきそれぞ
れの目標物体の上方にそれぞれのアームを位置付けるために、移送アーム４１０および４
１８の移動を促進する。移送アーム４１０および４１８は、それぞれのアームの下にある
目標物体に対して、例えば、着脱可能なかたちで結合した清掃部材１００を挿入するため
に、それぞれの着脱可能なかたちで結合した物体を下降または上昇するために垂直に（す
なわち、それらの「Ｚ軸」に沿って）移動するように構成される。コントローラ（非表示
）は、アーム４１０および４１８を含む、移送システムガントリー４０２の動作をとりわ
け制御するように構成される。
【００４８】
　代替実施形態では、本明細書に開示した実施形態に使用するための自動移送アームは、
固定ベースの周りを旋回する連接（例えば、ロボット）アームでありうるが、これは開示
実施形態の実践に必要というわけではない。
【００４９】
　図９～１２は、清掃部材結合要素１０４を成形するために使用したのと同一または類似
のプラスチック材料で成形された一体構造４２５を備える例示的清掃部材保管トレイ４２
４を示すが、その他の適切な材料および製造技術も清掃部材保管トレイ４２４を作るため
に使用しうる。保管トレイ本体４２５は、５×５配列の（すなわち、合計２５）内向きに
凹んだ清掃部材ウェル４２６を画定する。保管トレイ本体４２５は箱のような外形を持ち
、清掃部材ウェル４２６のそれぞれの開口部が配置されている上面４３２で接する４つの
連続的側壁４３０を含む。図１０で最も良く見ることができるように、外向きの突出唇４
３４は、４つの側壁４３０の下端部を実質的に取り囲む。保管トレイ本体４２５の対向側
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壁４３０Ａおよび４３０Ｂは、側壁４３０Ａ、４３０Ｂの下部唇４３４のそれぞれの開口
部４３６から頂点へと上向きに延長する、横方向に間隔を置いた一対のスロット４３７を
持ち、スロット４３７は側壁４３０Ａおよび４３０Ｂにそれぞれ柔軟なタブ４３８Ａおよ
び４３８Ｂを画定する。タブ４３８Ａおよび４３８Ｂの下縁部は、それぞれ外向きに延長
するラッチ型フランジ４３５Ａおよび４３５Ｂを持つ。タブは、ラッチ型フランジ４３５
Ａおよび４３５Ｂを保管トレイ本体４２５の中に内向きに押し込むことによって、保管ト
レイ本体４２５中に屈曲しうる。
【００５０】
　例示的清掃部材１００は、保管トレイ４２４の隅のそれぞれの清掃部材容器４２６Ａ中
に据えられる。代替的実施形態の例示のために、図９～１２の清掃部材の結合要素１０４
の内面１１３上に形成された４つの縦方向の直線的リブ１２６がある。直線的リブ１２６
は、図９～１２の清掃部材１００の内面１１３上で互いに実質的に等間隔を置いており、
図１～５の清掃部材１００の直線的リブ１２６と同じ寸法および特徴を持つ。
【００５１】
　図１０Ａおよび１０Ｂで最も良く見ることができるように、保管トレイ４２４の清掃部
材ウェル４２６は、清掃部材１００の遠位清掃要素１０２にぴったりと据え付けるように
構成され寸法取りされた内面４８０を持つ下部４６８、および結合要素１０４を受けて支
持する、間隔を置いた複数の引っ掛け部材４５９を持つ上部４６９を含む。本体４２５お
よび清掃部材保管トレイ４２４のそれぞれの保管ウェル４２６は、清掃部材結合要素１０
４の近位端縁１２５が保管トレイ４２４の上面４３２とほぼ同一の広がりを持つように、
寸法取りおよび構成される。このように、清掃部材結合要素１０４の近位開放端１１２は
、図１、４および５に示す移送アームのＤｉＴｉ　３０２など、自動移送アーム３００に
よるかみ合いのために容易にアクセスできる。図解を簡単にするため、図９～１２には移
送アームが示されていない。
【００５２】
　保管トレイ４２４の上面４３２は（随意に）、清掃部材１００の清掃要素１０２の使用
準備ができるまで、それらをウェル４２６内で保護し、新鮮で（適切な場合）湿った状態
に保つ壊れやすい密封部材（非表示）によって実質的に環境的に密封されうる。このよう
な実施形態で、ＤｉＴｉ　３０２の遠位端は、それが清掃部材結合要素１０４の近位開口
部１１２に挿入される時に、それぞれの密封部材を貫く。代替的実施形態では、それぞれ
の清掃部材１００にアクセスして着脱可能なかたちで結合するために密封が破られる時、
近隣のウェル４２６に据えられた清掃部材１００が実質的に環境的に密封されたままとな
るように、清掃部材ウェル４２６は個別に据えられうる。図１１Ａおよび１１Ｂは清掃部
材保管トレイ４２４の側面図であり、図１２は下面図である。
【００５３】
　図１３は、清掃部材結合要素１０４および／または保管トレイ４２４を成形するために
使用したのと同一または類似のプラスチック材料で成形された一体構造４６０を持つ例示
的清掃部材保管トレイ４２２を示すが、その他の適切な材料および製造技術もトレイホル
ダー４２２を作るために使用しうる。トレイホルダー本体４６０は、横並びの一対の凹ん
だ区画４６２Ａおよび４６２Ｂを画定し、各区画４６２Ａおよび４６２Ｂはその中にそれ
ぞれの清掃部材保管トレイ４２４を受けるように構成され寸法取りされている。保管トレ
イ４２４は区画４６２Ａ中に据えられ、その水平ラッチ型フランジ４３５Ａおよび４３５
Ｂは、トレイホルダー本体４６０の対向外壁４６１Ａおよび４６１Ｂに配置されたそれぞ
れの対応水平かみ合いスロット４６５Ａおよび４６５Ｂを通って延長する。ラッチ型フラ
ンジ４３５Ｂおよび水平かみ合いスロット４６５Ｂは図１３では見えない。しかし、区画
４６２Ｂも、同じ方法で清掃部材トレイ４２４を留めるために、対向壁４６１Ａおよび４
６２Ｂの対向水平かみ合いスロット４６４Ａおよび４６４Ｂ（両方とも図１３で見える）
を備える。
【００５４】
　清掃部材保管トレイ４２４は、保管トレイ本体４２５のタブ４３８Ａおよび４３８Ｂの
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柔軟性および弾性のために、区画４６２Ａ内にスナップフィットできることを理解すべき
である。特に、保管トレイ４２４のタブ４３８Ａおよび４３８Ｂは、保管トレイ４２４が
区画４６２Ａの中に完全に挿入できるようタブがトレイ本体４２５の中に移動するように
、互いに向かって押すまたは圧迫することができる。保管トレイ４２４が区画４６２Ａに
完全に挿入される時、ラッチ型タブ４３５Ａおよび４３５Ｂはスロット４６５Ａおよび４
６５Ｂと整列し、タブ４３８Ａおよび４３８Ｂは押し下げられていない構成へと自己回復
して、ラッチ型フランジ４３５Ａおよび４３５Ｂをそれぞれのかみ合いスロット４６５Ａ
および４６５Ｂ中に少なくとも部分的に延長させ、それによって保管トレイ４２４を区画
４６２Ａに留める。
【００５５】
　教示部材４６６が区画４６２Ｂの中心区域に提供されており、試料容器トレイホルダー
４２２がその上に取り付けられている試料処理機器デッキ（例えば、図１４の機器デッキ
４００’）で、相互作用する必要がある物品の位置を突き止めるため、自動移送アーム（
非表示）によって使用される。本実施形態の教示形体４６６は箱のような形状を持つが、
その他の形状も使用しうる。自動移送アームは、上部から側部へと落ちる力を感知するま
でその遠位先端を繰り返し下げることによって、機構の位置を突き止める。移送アームが
教示形体４６６の４つの側部すべての位置を付きとめたら、教示形体の中心位置を内挿し
、Ｘ、Ｙ、Ｚの座標を知る。
【００５６】
　図１４を参照すると、２５個の清掃部材ウェル４２６を持つ清掃部材保管トレイ４２４
を含む清掃部材トレイホルダー４２２が、試料検査システムの例示的試料処理機器デッキ
４００’に取り付け具４６９によって設置されているのが示されている。追加された清掃
部材トレイホルダー４２２（およびその上に取り付けられた清掃部材保管トレイ４２４）
を除いて、１ダースの検査容器ホルダー４０８の供給および配列を含めて、機器デッキ４
００’は図６の機器デッキ４００と実質的に同一であり、各検査容器ホルダー４０８は、
光学的に検査される生体試料を含む試料検査容器を据えるための５個の検査容器ウェル４
１５を持つ。一つまたは複数の自動移送アーム（図１～５の実施形態の上述の自動移送ア
ーム３００、または図７の上述の移送アーム４１０および４１８など）は、機器デッキ４
００’（明瞭にするために図１４では省略されている）と関連する。
【００５７】
　清掃部材保管トレイ４２４は保管トレイホルダー４２２の中に手動で配置し（そこから
取り除く）ことができることを理解すべきである。代替的実施形態では、清掃部材保管ト
レイ４２４は、清掃部材１００を移送するために用いられるそれぞれの自動移送アームに
よって、保管トレイホルダー４２２の中にロボット配置し（そこから取り除く）ことがで
きる。後者の場合、真ん中の清掃部材容器４２６を自動アームと着脱可能なかたちで結合
するように構成された凹部へと変換することによるなど、自動移送アームに結合要素を提
供するためにトレイの上面に変更を加えうる。機器デッキ４００’は、使用済み清掃部材
１００を少なくとも一時的に保持するように構成された、廃棄物アウトプットまたはその
他の指定された「使用済み」清掃部材ホルダー（非表示）も含むことが好ましい。あるい
は、使用済み清掃部材１００は、元々それらが取り出されたものと同一または異なる清掃
部材容器ウェル４２６に戻すことができる。
【００５８】
　開示実施形態によると、コントローラ（非表示）は、自動移送アームを、保管トレイ４
２４の清掃部材容器４２６に保持されたそれぞれの清掃部材１００（図１４には非表示）
と着脱可能なかたちで結合させ、（ｉ）所定の清掃スケジュール、および（ｉｉ）光学素
子上または上方に配置された微粒子および／またはその他の材料の存在の感知のうち一つ
または両方に基づいて、それぞれの着脱可能なかたちで結合した清掃部材１００を、検査
容器ウェル４１５の一つの開いた下端の下にある光学素子（例えば、図４および５に示さ
れるような、光ファイバーの遠位端）と近接および／または接触する位置に移動するため
に、機器デッキ４００’（図１４には非表示）と関連する自動移送アームの動作を制御す
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る。コントローラはさらに、自動移送アームに、それぞれの分離した清掃部材１００をシ
ステム廃棄物アウトプットまたは指定された使用済み清掃部材ホルダー中に配置させるこ
ともできる。
【００５９】
　特定の実施形態を本明細書で示し説明してきたが、当業者であれば、それらは本開示を
限定することを意図しないことを理解するはずであり、本開示の範囲を逸脱することなく
さまざまな変更および修正を行いうること（例えば、さまざまな部品の寸法）が当業者に
は明らかとなろう。従って本明細書および図面は、制限的な意味ではなく例示的であると
見なされるべきである。
 

【図１】 【図２】
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